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第３．設備の状況 

 

1.主要な設備の状況 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

 

2.設備の新設、除却等の計画 

前連結会計年度末では計画に含めていなかったが、当中間連結会計期間に東友エスティーアイ株式会

社を設立し、情報電子化学製品の製造設備を建設中である。また、当中間連結会計期間後に、武田薬品

工業株式会社から農薬事業の買収を行った。 

これらを含め、当連結会計年度の設備投資計画（新設、増強、合理化等）を当初の850億円から1,500

億円に見直した。 

事業の種類別セグメントごとの内訳は次のとおりである。 

事業の種類別
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中 間 監 査 報 告 書 

 
平成１３年１２月１８日 

 住 友 化 学 工 業 株 式 会 社 

 社 長  米 倉 弘 昌 殿 

 朝 日 監 査 法 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 当監査法人は、証券取引法第 193 条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲
げられつn櫛
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 前 中 間 連 結 会 計 期 間 
 

自 平成13 年4 月 1 日 
至 平成13 年9 月30 日 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 
 

自 平成14 年4 月 1 日 
至 平成14 年9 月30 日 

前 連 結 会 計 年 度 の 
連 結 剰 余 金 計 算 書 

自 平成13 年4 月 1 日 
至 平成14 年9 月30日
年
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

 

前中間連結会計期間 
 

自 平成13年
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前 中 間 連 結 会 計 期 間 

自  平 成 1 3 年 4 月  1 日 
至  平 成 1 3 年 9 月 3 0 日 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 

自  平 成 1 4 年 4 月  1 日 
至  平 成 1 4 年 9 月 3 0 日 

前 連 結 会 計 年 度 

自  平 成 1 3 年 4 月  1 日 
至  平 成 1 4 年 3 月 3 1 日 









 －35－

 
注 記 事 項 
（連結貸借対照表関係） 
前 中 間 連 結 会 計 期 間 末 
（ 平 成 1 3 年 9 月 3 0 日 現 在 ） 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 末 
（ 平 成 1 4 年 9 月 3 0 日 現 在 ） 

前 連 結 会 計 年 度 末
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（連結損益計算書関係） 
前 中 間 連 結 会 計 期 間 

自  平 成 1 3 年 4 月  1 日 
至  平 成 1 3 年 9 月 3 0 日 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 

自  平 成 1 4 年 4 月  1 日 
至  平 成 1 4 年 9 月 3 0 日 

前 連 結 会 計 年 度 

自  平 成 1 3 年 4 月  1 日 
至  平 成 1 4 年 3 月 3 1 日 

※1 このうち、 
 百万円 

 賞与引当金繰入額 5,714 
 退職給付引当金繰入額 3,714 
 役員退職慰労引当金繰入額 264 

※1 このうち、 
百万円 

 賞与引当金繰入額 6,046 
 退職給付引当金繰入額 5,399 
 役員退職慰労引当金繰入額 383 

※1 このうち、 
百万円 

 賞与引当金繰入額 6,176 
 退職給付引当金繰入額 7,424 
 役員退職慰労引当金繰入額 526 
 

※2このうち、 
百万円 

社員給与 9,129 
賞与引当金繰入額 1,401 
退職給付引当金繰入額 1,291 
減価償却費 3,087TD -1.5  Tc 0  Tw <82B182CC82A482BF8141> Tj�41.25 0  TD 0 995-0.17 

百万円 
  526百万円 

 

6,5709TD Tc 09553969C897 0  Tc565.5  Tw ( ) Tj�-147.75 -12.75  TD ( ) Tj�24 0 30  Tw <9553969C897E744 1.54.75 0  TD 0  Tc 0.37TD ( ) Tj�24 0 30  TBF69482CC82A482BF8141> TC897E> Tj�25709TD 5539699Tc 0.375  60 9j�-19  0  Tc89  TBF69482CC82A482BF8141> TC897E> Tj�25709TD 5f�380988F8 93968B5975 DTj�63-7 (526) Tj�12.77/44968B52BAQ63.75 0988F8939677/44-0.17   
減価償却費 526  526    5 2 6 5  7 � 3 2 T j � 1 7 - 0 . 8 7 5   T c  0  6 8 B 5 2 B A Q 6 3 8 D 8 6 8 1 8 9 9 B 6  4 8 6 C 9 4 A 0 9 4 A 8 T B 5 6 9 4 D 0 9 2 B B 9 4 8 2 9 1 B B 9 4 5 2 >  0   7 . 0 . 3 7 5   T w  (  )  T j 2 B 6 5 6 8 1 6 7 E 8 1 8 6 B 3 8 C 6 7 7 / C 5 9 B 5  0 E 9 1 8 E 8 6 8 C 8 6 8 2 F 3 4 B 0 9 9 7 7 0 9 4 B 5 8 5 C F 7 C 7 1 E 3 8 6 9 4 B 5 9 4 9 1 B A Q 6 3 0 7 5   0 9 8 8 F 8 9 3 9 6 8 B 5 2 B 0   T 0 8 A 9 4 8 2 C 2 C 5 9 4 A 0 T B 5 9 0 F 8 2 >  0 5 3 . 1 7    減 価 償 却 費 減 価 償 却 費  
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(注)1.事業区分の方法 

（前中間連結会計期間） 

事業区分は、内部管理上採用している区分をベースに、事業の種類・性質の類似性を勘案して３つ

に区分した。 

（当中間連結会計期間および前連結会計年度） 

事業区分は、内部管理上採用している区分をベースに、事業の種類・性質の類似性を勘案して 7 つ

に区分した。 

2.各事業区分の主要製品 

（前中間連結会計期間） 

事業区分 主 要 製 品 
基礎化学・ 基 礎 化 学 無機薬品、合繊原� 
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(c)海外売上高 
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前 中 間 会 計 期 間 末
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（ ） （ ） （ ） 
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（ ） （ ） （ ） 

（リース取引関係） 
前 中 間 会 計 期 間 
自 平成13年4月 1日 
至 平成13年9月30日 

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 
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